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一般に, 内径 15m 前後の下水幹線の円形立坑では, 山留め壁として設計基準強度 f’ck＝24N/mm2

程度のコンクリートを用いた地下連続壁が使用される場合が多い. しかし円形立坑では, 断面力

は円周方向軸圧縮力が卓越するため, コンクリート強度を増加させ, 壁厚を低減することが可能

である. そこで, 港区の下水幹線立坑に高強度・高流動コンクリートを用いた地下連続壁（以下

ハイパー連壁）を採用した．ハイパー連壁の形状は内径  13.1m，壁厚 0.8m，深さ 78.5m の円筒形

である．このハイパー連壁は，当社として２例目であり, 下水幹線立坑へ初めて適用したもので

ある. 

 本報告は，このハイパー連壁の工事概要を述べるものである． 

 
キーワード ：円形立坑, ﾊｲﾊﾟｰ連壁, ﾊｲﾊﾟｰｺﾝｸﾘｰﾄ, 高強度ｺﾝｸﾘｰﾄ, 高流動ｺﾝｸﾘｰﾄ 

 
 
1. 土質概要 

 
 立坑部の土層図を図-1 に示す．地表面から約

14m付近まではＮ値0〜8程度の埋立層および軟

弱シルト層となっており，GL-14m〜19m までは

東京レキ層，GL-19m 以深は一般に土丹層と呼ば

れる泥岩層から構成されている．なお，泥岩層

には全体的に薄い砂層（5〜10cm 程度）を挟ん

でおり，深さ約 45m，55m，60m の位置に厚さ約

50cm〜200cm の砂層が介在している．介在砂層

の被圧水位は GL-6m である． 

 なお，上部の軟弱地盤部は，溝壁が崩壊する

可能性があったため，溝壁の内側および外側を

GL-8m までソイルミキシングウォール（ＳＭＷ）

により地盤改良を行った．改良強度は溝壁安定

計算に基づきσ28=3N/mm
2 とした． 

 
 
 

 
図-1 立坑断面図および土質柱状図 
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2. 立坑構造概要 

 

 立坑断面図を図-1 に示す．立坑は最終的に集

水人孔となり、人孔側壁は連壁との重ね壁構造

であり，土圧に対し両者で抵抗する構造である．

連壁は GL-4.5m〜GL-78.5m までの 74m であり，

上部 4.5m については親杭横矢板工法による土

留め構造となっている． 

 連壁平面図を図-2 に示す．連壁の平面形状は，

内径 13.1m の円形（正十六角形）であり，壁厚

0.8m，設計基準強度 f’ck＝60N/mm2 である． 

 連壁エレメントは，先行・後行エレメントそ

れぞれ 8 エレメントずつの計 16 エレメントか

ら構成されている．先行エレメントは掘削幅

3.2m，エレメント幅 1.8m である． 

 図-3 にエレメント間継手構造を示す．エレメ

ント間の継手構造は仕切板方式によるフリー

継手構造となっている．また，先行エレメント

打設時の仕切板の変形防止および後行エレメ

ント打設時の先行エレメントの滑動防止のた

めに，掘削面と仕切板の隙間の下端から 10m の

区間に砕石を投入する計画となっている． 

 なお，本立坑はシールド発進立坑として利用

され、また、将来計画として別の管渠がつなが

る計画があり，今回床付け位置 GL-39m よりさ

らに約 10m 掘削することを前提として計画され

ている． 

 

 
 

図-2 連壁割付図 

 
図-3 仕切板方式による継手構造 

 
 
3. 連壁の構造検討 

 

(1) ハイパー連壁の特徴 

 従来，本立坑規模の連壁には設計基準強度

f’ck=24N/mm２のコンクリートが使用されてきた.

ハイパー連壁では, 設計基準強度 60N/mm2 とす

ることにより壁厚を減少させることを可能に

した.その結果様々な利点が得られた.本工法

の主な特徴を下記に示す. 

①壁厚の低減 

 一般に円形連壁は円周方向軸圧縮力が卓越

するため，コンクリートの高強度化を図ること

により壁厚を薄くすることができる．従来，同

規模程度の立坑であれば壁厚 1.2m で連壁を施

工してきたが，今回のハイパー連壁では壁厚

0.8m とすることが可能となった． 

②発生土，泥土，泥水発生量の抑制 

 壁厚を薄くすることによるメリットの一つ

として掘削土量の減少をあげることができる．

これに伴い，発生土，産業廃棄物となる泥土お

よび泥水の処分量を抑えることになり，環境の

面からも有益である．今回のハイパー連壁では

掘削土量は従来に比べ 2/3 となった． 

③工費の縮減 

 壁厚が薄くなることによりさまざまな面か

ら工費を縮減することができる．その主な要因

として，掘削時間の減少，発生土，泥土，泥水

処分量の減少，安定液量の減少，プラント設備

の縮小，コンクリート量の減少等があげられる．

一方, ハイパーコンクリートの使用に伴い, 材
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料単価および品質管理費等は増加する．しかし，

従来工法とのコスト比較を行った結果，連壁全

体工事費としては約 20%のコスト縮減となった． 

④コンクリートが通常プラントで製造可能 

 通常，特殊コンクリートは一般の生コンクリ

ート工場での製造が難しく専用プラント等が

必要となる場合が多い．しかし，今回のハイパ

ーコンクリートは特殊コンクリートの中でも

管理が容易なコンクリートで，通常のプラント

での製造・管理が可能であった． 

⑤止水性の向上 

 連壁の壁厚を薄くした場合，止水性が低下す

る恐れがある．特に今回採用した仕切板方式の

場合，鋼材が過密となる仕切板周辺部にコンク

リートの充填不良個所が発生しやすい．しかし，

ハイパー連壁では流動性の高いハイパーコン

クリートを用いるため，仕切板付近でも十分に

充填されるため，通常の連壁に比べ止水性が向

上し、漏水はなかった． 

 

(2) 連壁の構造検討 

 連壁の構造検討は以下の状態について行っ

た．なお、連壁は本体利用構造となっているた

め、仮設時だけでなく完成後の検討も行いその

安全性を確認した。 

①施工時の検討 

  ・連壁仮設時 

  ・シールド開口時 

②躯体完成後の検討 

③躯体完成後の地震時の検討 

 なお，連壁は施工時に最も応力が厳しくなる

ため，ここでは施工時の検討について記述する． 

a) 施工時の検討（連壁仮設時） 

 連壁仮設時の検討では，連壁内部の床付け掘

削までの構造検討を行った．検討方法は，将来

計画の床付け位置まで順巻き工法により掘削

した状態を想定し，図-4 に示す弾塑性法（山肩

の拡張法）により行った． 

 検討の結果，リング効果が大きく，連壁鉛直

方向鉄筋は最小鉄筋量により決定した． 

 
 

図-4 連壁仮設時の検討モデル 
 

 

 

図-5 シールド開口モデル 
 

b) 施工時の検討（シールド開口時） 

 シールド開口時の検討は，シールド発進のた

めに鏡切りを行い連壁に開口ができた状態を

想定した．開口時は側壁構築後となるが，開口

前の状態で自重，土水圧，偏土圧に対し連壁の

みで荷重を負担しており，開口に伴う増分応力

に対し連壁及び側壁で抵抗する構造となる．な

お，シールド開口は将来計画の管渠の開口が空

いた状態が最も厳しくなるため，港南幹線開口

と合わせて将来計画のシールド開口も考慮し

た．解析モデルは，開口時の応力変化を的確に

表現できるように三次元円筒シェルＦＥＭに

より行った．図-5 に示すように連壁および側壁

は三次元シェル要素の重ね壁構造とし，地盤お

よび将来の立坑底版をバネ要素でモデル化し

た．また，シェル要素の形状は多角形の影響を

考慮するため，エレメント割付に合わせて正十

六角形の 360°モデルにより検討を行った．解
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析は 2 ステップに分けて行い，第 1 ステップと

して開口のない連壁のみの構造に自重，土水圧

及び偏土圧を作用させ，第 2 ステップとして側

壁を付加し，開口部に作用している応力を解放

した．また，偏土圧の載荷方向は，開口に対し

4 ケースとした． 

 連壁の照査は，断面力として面内せん断力を

考慮し，連壁の施工誤差 50mm を考慮して有効

断面とした場合（Case a）と偏心による曲げモ

ーメントを考慮した場合（Case b）の 2 ケース

について行った．検討の結果，必要鉄筋量は最

小鉄筋量以下となった． 

 

 
 

図-6 断面照査位置 

 

 

4. 連壁の施工および品質管理 

 

(1) 施工概要 

 立坑の施工手順は次の通りである. 

①溝壁防護工としてＳＭＷ工を行い，土留壁

としてハイパー連壁を築造する． 

②連壁先端に止水注入を行う. 

③立坑内を GL-39m まで掘削. 

④床付けコンクリート打設後，高さ 34.5m の

円形人孔側壁を構築する. 

 このうち，連壁の施工は表-1 に示すように行

った．施工手順としては通常の連壁工法と大き

く異なるものはないが，壁厚が薄くなるため，

より慎重な施工および厳しい品質管理を行っ

た．連壁の施工標準サイクルタイムを図-7 に示

す． 

 

 

 

表-1 連壁施工手順 

 

 
図-7 施工サイクル実績 

 
 連壁の先行エレメントは掘削幅 3.2m であり，

掘削機幅が 2.8m であるため 2 段階に分けて掘

削を行った．まず, 2.8m の掘削幅で連壁下端ま

で掘削し, 2 回目の拡幅掘削には掘削機に張出

材を設置して掘削を行った. なお，上部のレキ

層部分では肌落ちが生じやすいため，上部につ

いてはＨ型鋼を溝壁に沿って建て込み, Ｈ型鋼

を反力に拡幅掘削を行った. 

 

(2) 掘削機の概要 

 掘削機は以下の点を考慮して選定した． 

①今回の掘削土層はＮ値>50 以上の泥岩層であ   

り掘削トルクが大きいこと． 

②深度 78m においても掘削能率が低下しないこ

と． 

③掘削した泥岩がカッタートゥースにへばり

つかないようなトゥース形状であること． 

 これらの条件を満たすものとして，油圧駆動

式の水平多軸掘削機を選定した． 

 その結果，実施工における機械のトラブルは

ほとんどなく，泥岩層に対し十分な能力を発揮

し，溝壁の崩壊もなく掘削は完了した．  
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 (3) 精度管理 

 従来の連壁の鉛直精度は 1/500 以上かつ連壁

中心線とエレメント中心線の最大離れは±

100mm 以下となっていたが，今回のハイパー連

壁では壁厚が薄くなるためより高い鉛直精度

が要求された．そこで，±50mm（連壁下端にお

いて 1/1570）と設定し，出来形測定の頻度を高

め施工精度の管理を行った． 

 掘削中は，高精度位置管理装置を掘削機に設

置した．掘削機に位置検出用のワイヤーを取付

け，ワイヤーの変位量をレーザー変位計で測定

し，掘削機の絶対位置，回転状態，傾斜を検出

し，リアルタイムに運転室のモニター画面に表

示させた． 

 また毎日，掘削終了後には超音波測定装置に

より溝壁測定を行い，高精度位置管理装置と照

合し，正確な溝壁形状の把握に努めた． 

 1 エレメント分の掘削終了後には，安定液を

良液置換し，超音波溝壁測定装置により溝壁の

最終出来形測定を行った．また，良液置換後か

らコンクリート打設までの溝壁底部へのスラ

イム沈降量につても計測を行った． 

 測定の結果，すべてのエレメントにおいて施

工誤差±50mm 以内であり（精度 1/1500），精度

の高い連壁が構築できた．また，スライム沈降

量も 1cm 以内であり，先端注入により十分な止

水が可能であったものと考えられる． 

 

(4) コンクリートの品質管理 

 ハイパーコンクリートの仕様および配合を

表-2, 3 に示す． 

 

表-2 コンクリート仕様 

項目 仕様 

設計基準強度 60N/mm2 

ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ 65±5cm 

50cm ﾌﾛｰ到達時間 3〜10 秒 

空気量 4.5±1.5% 

 

表-3 コンクリート配合 

  単位重量（kg/m3） 

W/C s/a W C S G Ad 増粘剤

30% 50% 165 550 819 837 11 0.5

ｾﾒﾝﾄ種類：低熱ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 

高性能 AE 減水剤：SP-8HR 

増粘剤：ﾋﾞｵﾎﾟﾘｰ 

 

 このコンクリートは高強度で，流動性が高く，

分離抵抗性（骨材とセメントペーストの分離抵

抗性），低発熱性に優れている．  

 現場での受入試験は，品質の安定しにくい 1

〜5 台目まではすべてアジテーター車から試料

を採取し，以降は 5 台毎に採取して試験を行っ

た．受入時に返却したアジテーター車は１台の

みであり，平均 66.3cm，標準偏差 2.6cm とフレ

ッシュ性状の安定したコンクリートが供給で

きた． 

 圧縮強度はすべての供試体で 80N/mm2 を超え

ており，平均 90.9N/mm2 と強度も十分確保され

ていることがわかる． 

 
(5)連壁止水対策 

 連壁は，山留めとしての機能とともに止水壁

としての機能が要求される．過去の連壁では，

施工不良により出水し，最悪の場合には立坑が

水没することも多い．そのため，本工事では止

水に対し以下のような配慮を行った． 

a) ハイパーコンクリートの使用 

 仕切板方式の連壁では，仕切板周辺は鋼材量

が多く，コンクリートの締め固めができないた

め，コンクリートが十分に回り込まず，欠陥部

分ができてしまう場合が多い．ハイパーコンク

リートはスランプフロー65±5cm と流動性が高

く，隅々までコンクリートが充填される．また，

ハイパーコンクリートは，セメント量が増加す

るものの低発熱ポルトランドセメント（ビーラ

イトセメント）を使用しており，通常の連壁と

同程度の温度ひびわれに抑制することができ

る． 

b) 連壁先端注入 

 連壁先端からの回り込みを防ぐために，立坑

掘削前に連壁先端に止水注入を行った．連壁掘

削終了後，連壁底部の沈降したスライムを吸い

上げ，泥水を良液に置換するものの，鉄筋篭投

入中およびコンクリート打設までの期間に底部

にスライムが沈降していく．今回の計測では，

後述するが約 1cm 程度沈降している．そこで，

立坑掘削前に，このスライムへの水道を遮断す

るため，予め鉄筋篭に設置したＳＧＰ管を利用

して図-9 に示すように連壁先端部分の注入を行
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った．先端注入材料は，長期耐久性が要求され

るため，セメント系の固化材を使用した． 

 

 
 

 

 

図-9 先端注入範囲 

 
(6)連壁止水状況 

 立坑掘削に先立ち，連壁の止水性を確認する

ため，連壁内部の地下水をφ 250mm，L=49m のデ

ィープウェルにより排水し，透水試験を行った．

透水試験により，連壁の止水性が十分であるこ

とを確認し，立坑掘削に移行した． 

 掘削の結果，連壁の仕切板周辺からの漏水は

ほとんどなく，水平クラックも少なく，ドライ

な状態での掘削が可能となった．側壁構築中も，

連壁からの漏水はほとんどなく，品質の高いハ

イパー連壁が施工できたものと考えている． 

 

 

5. 計測管理 

 

(1) 計測計画 

 ハイパー連壁の施工は過去の実績が少ない

ことから，施工を行うに当たり慎重を期するた

めに各種計測を連壁施工時および連壁内部掘

削時に行った．計測計器配置を図-10 に示す． 

 

図-10 計測器配置 

 

 連壁施工時には，コンクリート打設側圧およ

びコンクリート温度の計測を行い施工時の安

全性および温度ひびわれの管理を行った． 

 立坑内掘削に先立ちディープウェルにより

立坑内の排水を行い，連壁内外の水圧計により

連壁の止水性確認を行った．つぎに，立坑内部

の掘削を行い，掘削時の安全性の管理を円周方

向鉄筋計により行った． 

 計測管理は 3 段階（定常，注意，警戒）の管

理体制とし，定常段階から注意段階への管理値

を一次管理基準値，注意段階から警戒段階への

管理値を二次管理基準値と設定した．    

 一次管理基準値は水圧計，円周方向鉄筋計に

設定し，設計値の 80%とした．また，二次管理

基準値は円周方向鉄筋計に設定し，許容応力度

値とした． 

 

(2) 計測結果 

a) 連壁施工時 

 打設時のコンクリート側圧結果を図-11 に，

また，温度計測結果を図-12 に示す． 

 コンクリート側圧は練り上がりから約 1.5〜

2.5 時間で最大となり, その後減少した.コンク

リート打設側圧測定結果は打設速度や気温等

によるばらつきはあるものの 0.06〜0.13MPa と

ほぼ設計値（0.10MPa）通りであった． 
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 また，打設時の最高温度は 52.7℃と低く抑え

ることができた．  

図-11 コンクリート打設側圧結果

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

0.16

0.18

0.20

0 1 2 3 4 5 6 7
経過時間（時間）

コ
ン
ク
リ
ー
ト
側
圧
（
MP
a）

Ｂ４エレメント　（打設速度：4.9m/hr）

Ａ４エレメント　（打設速度：4.2m/hr）

 

図-12 ｺﾝｸﾘｰﾄ温度測定結果 (B4ｴﾚﾒﾝﾄ)
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b) 立坑掘削時 

 図-13 に水圧計計測結果を，図-14 に円周方

向鉄筋計計測結果を示す． 

 図-13 より，連壁内外水圧差は計画通りであ

り，十分な止水性が得られていることがわかる．

ディープウェル揚水量も最終的に 2m３/日程度

であることから，施工誤差が小さく，ハイパー

コンクリートを用いたことにより隅々までコ

ンクリートが充填され，高い止水性が得られた

ものと考えられる． 

 図-14 より円周方向鉄筋応力度はすべて一次 

管理基準値以下とである．最大発生応力度は設 

 

 

 

 

計値の約 65%程度であり，これは実測地下水位

が設計水位よりも低くかったことおよび土圧

が設計値ほど作用しなかったためと考えられ

る．発生応力度から推定すると，作用側圧は水

圧および設計土圧の 10%程度と考えられる． 

図-13 間隙水圧計計測結果（TP-43.2m）
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図-14 円周方向鉄筋計計測結果（TP-35.9m） 

 
 

6. おわりに 

 
 下水幹線円形立坑の土留壁にハイパー連壁

を使用し，立坑内掘削を平成 11 年 8 月に開始

し，平成 11 年 10 月に完了した．漏水もなく十

分な安全性を確保できたことから，今後，深い

立坑のコストダウン工法として有用であるこ

とが確認された．特に連壁築造費は約 20%と大

幅な縮減が可能となった.本報が今後の参考に

なれば幸いである. 

 




